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地域産業発展のための企業家、実業家、行政マン等育成のための研究プロジェクト
研究代表者百瀬恵夫
　大型研究の2年目にあたり、昨年実施した産業集積地を対象とした企業実態調査を継続し、
充実した研究成果を得た。とくに、地域産業の発展なくして地域経済の発展はなく、経営者
能力の向上、企業家マインドの醸成、産業支援機関職員の資質向上など、地域における人材
開発が今や喫緊の課題であることが明らかになった。このことは、各地の産業実態調査の結
果ばかりでなく、人材開発の重要性を認める地域の産業人や行政機関、地域産業支援機関の
人びとが、多忙にもかかわらず積極的にヒアリング調査に協力してくれることにもあらわれ
ている。
　各地域の産業集積を対象とする2年間の企業実態調査の積み重ねを通して、研究に必要な
情報収集の短期的な目的に一歩近づいた。来年度もこれを継続することによって、実態を踏
まえて地域産業発展に関する理論構築への道が開かれることが期待できる。
1．MORC研究会の開催
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　当研究プロジェクトは、明治大学オー一・Eプン・リサーチ・センター整備事業のローマ字名の頭文
字をとってMORC（モーク）と略称している。研究プロジェクトを効果的に推進するために、学内
研究メンバーによるフリー・ディスカッションを通じて研究目的、研究手法などに関する情報の
共有、専門分野の違いを超えた共通認識の強化促進を図ってきた。
　研究会は原則として毎月開催することとしている。海外など遠隔地居住の研究者もおり、6月
21日（土曜日）には多数の参加者を得て拡大研究会を開催し、研究代表の基調講演、アメリカ在
住研究者のプレゼンテーションが行われた。これとあわせて、自社製品を開発する都内大田区の
中小企業（株式会社南武）を訪問し長時間にわたるレクチャーを受ける機会を設けた。
2．研究機能の充実
　「地域産業人材開発研究センター」を11号館地下に設け、資料・データの作成と保管のスペー
スとなり、集積地ヒアリング調査の実施本部としてきわめて有効な機能を発揮した。
　また、IMCA　AMERICA，　INC．との契約により同社からアメリカ・シリコンバレー地域の産業情報の
収集と提供を受け、2っの報告書が作成された。同社にはわれわれの研究室として「明治大学シ
リコンバレー・地域産業研究センター」を設置した。今後、これを拠点に調査研究を進めること
にしている。
　国内においても、2004年1月より新潟県県央地域地場産業振興センター、リサーチ・コアに共
同研究開発室を設置し、燕三条地域および周辺地域を対象に調査研究と産学連携の実践拠点とす
ることにした。
3．国内実態調査の実施
　当研究プロジェクトは5年間の計画であるが、とくに初年度より2年間は地域産業の実態把握
に時間と費用を割くことにし、ヒアリング調査に力を注いだ。調査実施に当たり、現地情報の収
集、事前調査、企業や行政機関などへの調査協力依頼など予想以上の繁雑な作業が必要になるが、
複数教員の演習所属の学生の協力が得られ、順調に運ぶことができた。また、昨年から経験を積
んだ学生の積極的な支援によって、大規模な実態調査も成功裏に実施することができた。
　産業集積地を対象とする中小企業のヒアリング調査は、以下のように実施された。いずれも調
査報告書を作成し、製本され、ヒアリングの事例については2004年度にMORCのホームページを
通じて公開する予定である。
　①茨城県日立地域産業ヒアリング調査
　　　日程：7月1日（火）一一　2日（水）
　　参加者：研究者（専任教員2名）、研究補助者58名（学部学生56名、大学院生（RA）2名）
　　対象企業：60社（機械金属、流通関連、金融機関、産業支援機関、行政機関等）
　②新潟県燕三条地域産業ヒアリング調査
　　　日程：7月31日（木）－8月1日（金）
　　参加者：研究者（専任教員3名）、共同研究者1名、研究協力者（兼任講獅）2名、研究補
　　　　　　助・者（学部学生58名、大学院生（RA）2名）
　　対象企業：62社（機械金属、流通関連、商工会議所、協同組合、行政機関等）
　③京都・滋賀・大阪地域産業ヒアリング調査
　　　日程：8月27日（水）一・　29日（金）
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　　参加者：研究者（専任教員6名）、共同研究者1名、研究協力者1名、研究補助者28名（学
　　　　　　部学生27名、大学院生（RA）1名）
　　対象企業：103社（機械金属、流通業、商店街、金融機関、中小企業支援機関、行政機関
　　　　　　　等）
④名古屋・岐阜・一宮地域産業ヒアリング調査
　　日程：10月29日（水）一　30日（木）
　　参加者：研究者（専任教員2名）、研究協力者1名、研究補助者：48名（学部学生46名、
　　　　　　大学院生（RA）2名）
　　対象企業：100社（機械金属、繊維関連産業、卸売業、商店街、中小企業支援機関、行政機
　　　　　　　関等）
4　海外研究調査の実施
　台湾における産業集積地訪問調査および高雄地区工業集積調査
　　日程：9月12日（金）一’9月17日（水）
　　参加者：研究者（専任教員2名）
　　対象企業：鶯歌地域の陶器生産の企業経営実態調査、坪林地域茶業生産の実態調査、高雄輸
　　　　　　　出加工区の実態調査。
5　その他
　①　当研究プロジェクトは、学部生および大学院生の支援を必要とする。幸いにも学内研究者
　　のゼミ生の協力により、インターンシップに勝る教育効果を得ると同時に、研究成果をスピ
　　ーディに蓄積することができた。
　②　今年度よりリサーチ・アシスタントの活用が始まり、当研究プロジェクトでは3名のRA
　　の採用が認められた。Mが学部学生を適切に指導することにより、教員の負担が軽減された
　　ことは評価できる。また、大学院生の研究テーマに沿う場合、生きた研究資料の収集になり、
　　教育効果もまた大きいことが明らかになった。
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